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夏から秋に向けた全国のたたかいをお伝えします

9月の下旬に開会予定の第165臨時国会は、教育基本法改悪法案、改憲手続き法案、防衛省昇格法・自衛隊法改悪法案、共謀罪が継続審議となり、極めて緊迫した国会となります。

全国では、秋を待たずに夏からのたたかいを強めることが重要と、すでに取り組みが進んでいます。大運動実行委員会は、7月の世話役団体会議で、ニュースで全国の動きと計画を伝えることを確認しました。本号を皮切りに全国の動きをお伝えします。

東京　教育基本法改悪反対で10万枚ポスター、200万リーフ宣伝計画

　これまで東京地評の各組合が協力し、教育基本法改悪反対で4月に50駅、6月に100駅頭ターミナル宣伝を成功させてきました。

　東京の多摩地域を統括する三多摩労連（15地域労連で構成）は、教育闘争本部を設置して運動をすすめ、昨年4月から9月の半年間で教育基本法改悪阻止のチラシ100万枚を配布完了。いまは秋の臨時国会に向けて数万箇所のハンドマイク宣伝と結合した署名35万筆作戦、教育基本法ポスター3万枚貼り出し作戦などを開始しています。

　また都教組足立支部は、6月10日に地域の各組合の協力も得て総勢50人で1万2千枚の「教育基本法改悪ＮＯ！」チラシを配布し、この日10万枚配布を突破しています。

　こうした全都のとりくみの交流と秋に向けたたたかいの意思統一をはかる目的で、東京地評は８月１日に単産・地域代表者会議を開きました。運動の進め方は、憲法と教育基本法改悪など「4悪法」の課題を一体のものとして位置付け、労働法制改悪や大増税反対、都政の課題とも結びつけて取り組むこととしました。

　憲法の課題では、今年の年末までに組合員の3倍を基本に100万筆を目標とし、「9条の会」を小学校区ごとと組合のある職場に確立する、宣伝行動の定期化を基本にすすめます。

　教育基本法改悪阻止のたたかいでは、秋の臨時国会に向けて200万枚のリーフを使った8月6日～15日の第1次、8月30日の第2次（100駅頭こえる）、9月20日の第3次の宣伝行動、8月28日の「全都情勢学習・交流会」（中野ゼロ大ホール　1300人）、都教組と共同した10万枚ポスター貼り出し（50軒に１枚の割合）、地域単位・各組合の職場で「教育懇談会」の取り組みを決めました。

　また、憲法東京共同センターは、7月21日運営委員会を開催し、共同センターとして教育基本法改悪反対のたたかいを正面に据えてたたかうとともに、①06年末までに、会員・組合員の3倍を基本に200万署名をめざす。②「九条の会」を小学校区などの地域に、組合のある職場、学園に確立する。すべての行政区に「共同センター」を確立する。③宣伝計画の定期化、学習運動の強化を図ることを確認しています。会議の中では、坂本修自由法曹団団長の講演「『改憲手続き法』の問題点」での学習も行っています。
宮城　9/30教基法で1万人集会

　いま、宮城県内では、臨時国会で重大なたたかいとなる教育基本法改悪阻止のため、教職員組合のとりくみの枠を大きく越えて、これまでになかった「１万人集会」を成功させるとりくみに全力を上げています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【裏面に】
　教育の憲法ともいうべき教育基本法改悪法案の息の根を止めるためには、秋までにいかにして教育基本法改悪に反対する世論を広げていくかが問われているなかで、9月30日（土）に仙台市内の屋外で、「憲法・教育基本法を守りいかす9・30宮城のつどいー「教育のねがい」集う１万人集会―」を開催します。この「つどい」は、後藤東陽（写真家）、戸枝慶（仙台ＹＭＣＡ前会長）、山形孝夫（元宮城学院女子大学長）、中森　郎（宮城教育大学名誉教授）、石田一彦（尚絅学院大学教授）、草場裕之（弁護士）の教育分野の専門家や憲法改悪反対などをたたかっている市民活動家、学者、弁護士の多彩な６氏みなさんが実行委員会結成を呼びかけてとりくんでいます。この呼びかけは、宮城県内で子どもにかかわるすべての県民に呼びかけられ、いま、これまでにない各界の方々などから「賛同者」が次々と寄せられてきています。

　また、宮城高教祖、宮教祖を中心に様々な人に呼びかけ、この集会までに100カ所の学習会を積み上げようとの取り組みが進んでいます。
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